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 平成21年６月29日に提出した第１期（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するために有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。 

  

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(２）【監査報酬の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬等の内容】 

  

 訂正箇所は＿線で示しております。 

  

 （訂正前） 

  ①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】  

      (注)１．監査証明業務とは、公認会計士法第２条第１項に該当する業務です。当行と監査法人との間の監査契約 

              において、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査の監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区分

              できないため、これらの合計額で記載しております。 

        ２．DBJ Singapore Limitedの報酬の円換算額は、決算日の為替相場により算出しております。 

  

  

   （訂正後） 

   ①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

   当行並びに当行連結子会社の監査公認会計士等である監査法人トーマツ宛報酬は以下の通りです。  

(注)監査証明業務とは、公認会計士法第２条第１項に該当する業務です。当行と監査法人との間の監査契約にお

いて、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査の監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区分できない

ため、これらの合計額で記載しております。 

 以 上

  

  

１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２【訂正事項】

３【訂正箇所】

区分 
当連結会計年度

監査証明業務に基づく報酬（円） 非監査業務に基づく報酬（円） 

提出会社 62,720,000  4,400,000  

連結子会社 9,325,943  323,300  

計 72,045,943  4,723,300  

区分 
当連結会計年度

監査証明業務に基づく報酬（円） 非監査業務に基づく報酬（円） 

提出会社 62,720,000  4,400,000  

連結子会社 7,450,625                －  

計 70,170,625  4,400,000  

                                               


